
都市ガス分野の災害対応・レジリエンス強化に係る支援事業
令和6年度概算要求額 1.9億円（2.0億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

近年、自然災害が激甚化・頻発化しており、地震では都市ガス
の供給支障も発生している。さらに、今後は南海トラフ地震や首
都直下型地震といった、更なる大規模災害のリスクも存在してい
るため、ガス事業法を改正し、一般ガス導管事業者に対し、災害
時に連携して復旧作業等に当たるための「災害時連携計画」の
策定・届出を義務化した。

本事業により、災害時連携計画の効果を高めることを通じて都
市ガス分野における災害対応・レジリエンスを強化することを目的
とする。

産業保安グループガス安全室

資源エネルギー庁

電力・ガス事業部ガス市場整備室

成果目標

令和5年度から令和9年度までの5年間の事業であり、都市ガス
分野における、全国規模の災害に対しても効率的・効果的な災
害対応が可能となる体制の整備を目指す。

事業概要

復旧作業等に当たり必要な設備等が中小事業者にも行き届い
ていなければ、災害時連携計画の効果が十分に発揮されず、災
害時の事業者間連携の円滑化や復旧作業等の迅速化が期待
できないことから、本事業において、バルブ開閉器アダプタ、遠隔
監視システムといった災害時の復旧作業等の迅速化に資する機
器や設備の導入を行う中小規模の一般ガス導管事業者に対し
て、その費用の一部を補助する。

（１）バルブ開閉器アダプタ

復旧作業に必要な資機材を事業者間で共通化するもの。

（２）遠隔監視システム

遠隔監視により災害時にガスを供給停止すべき範囲の特定や遠
隔での供給停止を行うシステム。

補助
（2/3、1/2）

民間団体 民間企業等国

補助
（定額）

バルブ開閉器アダプタ
（2/3補助）

遠隔監視システム
（1/2補助）

（出典）東京ガスエンジニアリングソリューションズ(株)
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